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長期エネルギー需給見通し （平成27年7月決定） 

 長期エネルギー需給見通しは、エネルギー基本計画を踏まえ、エネルギー政策の基本的視点である、安全性、安定供給、経
済効率性、環境適合（以下、「３Ｅ＋Ｓ」）について達成すべき政策目標を想定した上で、（政策の基本的な方向性に基づいて）
施策を講じたときに実現されるであろう将来のエネルギー需給構造の見通しであり、あるべき姿を示すもの。 

 マクロの経済指標や産業動向等を踏まえた需要想定を前提にした見通しであるとともに、対策や技術等裏付けとなる施策の
積み上げに基づいた実行可能なものであることが求められる。 

 なお、今般の長期エネルギー需給見通しは、エネルギー基本計画を踏まえ、中長期的な視点から、２０３０年のエネルギー需
給構造の見通しを策定する。 

３Ｅ＋Ｓについての具体的な目標水準 
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温室効果ガス 
排出量 

 
             

電力コスト 

現在、わずか６％  震災前（約２０％）を更に上回る 
概ね２５％程度 

【目標】 

現状よりも引き下げる 

震災後、電気料金は大幅に上昇 
（産業用＝約３割、家庭用＝約２割） 

 
 
 

再エネ賦課金は今年度１．３兆円 

（既認定分※全てが運転開始されると２．７兆円）     

【目標】 

 
原発停止・火力発電の焚き増しで 
２０１３年度のＣＯ２排出量※は過去最悪 
 

  ※エネルギー起源のみ 

欧米に遜色ない削減目標 

【目標】 

 
  
 
 
 

安
全
性
の
確
保 

 
 

 
 

 

大
前
提 

 

※平成26年6月時点の認定量 

自給率 



２０３０年のエネルギー需給構造の見直し 

（１）エネルギー需要及び一次エネルギー供給構造 
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２０３０年度
（省エネ対策後）

２０１３年度
（実績）

エネルギー需要

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費

熱
ガソリン
都市ガス
等７５％

電力
２５％

３６１百万ｋｌ

徹底した省エネ
5,030万kl程度

（対策前比▲13%程度）

電力
２８％
程度

熱
ガソリン

都市ガス
等７２％
程度

経済成長
１．７％／年

３２６百万ｋｌ程度

一次エネルギー供給

４８９百万ｋｌ程度

２０３０年度

自給率２４．３％
程度

２０１３年 ６％

改善

石油３２％程度

石炭２５％程度

天然ガス１８％程度

原子力１１～１０％
程度

再エネ１３～１４％
程度

（２）電源構成 

10,650億kWh程度
省エネ＋再エネ

で約４割

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対策前比▲17%）

電力
９８０８
億kWh
程度

電力需要 電源構成

（総発電電力量）

12,780億kWh程度

（総発電電力量）

２０３０年度 ２０３０年度２０１３年度
（実績）

経済成長
１．７％／年

電力
９６６６
億kWh

石油２％程度

石炭２２％程度

ＬＮＧ２２％程度

原子力１８～１７％
程度

再エネ１９～２０％
程度

省エネ１７％程度

再エネ２２～２４％
程度

原子力２２～２０％
程度

ＬＮＧ２７％程度

石炭２６％程度

石油３％程度

（送配電ロス等）

水力８．８
～９．２％程度

太陽光７．０％程度

風力１．７％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
３．７～４．６％程度

地熱１．０
～１．１％程度



○ 環境面や立地面、燃料供給面での制約を踏まえつ

つ、実現可能な最大限まで導入。こうした制約が克

服された場合には、導入量は、さらに伸びる事が想

定される。 

再生可能エネルギーの最大限の導入：導入見通し 

地熱・水力・バイオマス 
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○国民負担の抑制とのバランスを踏まえつつ、電

力コストを現状（9.7兆円）よりも引き下げる範囲

で最大限導入。 

風力・太陽光 （自然変動再エネ） 

地熱 

バイオマ
ス 

水力 

26億kWh 

102～113 
億kWh程度 

(1.0～1.1%程度) 

176億kWh 

394～490 
億kWh程度 

(3.7～4.6%程度) 

約４倍 

約３倍 

（2030年度発電電力量） （2013年度発電電力量） 

849億kWh 

939～981 
億kWh程度 

(8.8～9.2%程度) 

太陽光 

風力 

114億kWh 
749 

億kWh程度 

(7.0%程度) 

52億kWh 
182 

億kWh程度 

(1.7%程度) 

約７倍 
（2030年度発電電力量） （2013年度発電電力量） 

約４倍 

○2030年度の再生可能エネルギーの導入量は、合計で、2,366～2,515億kWh程度（22～24%程
度）の導入と2013年度の約２倍、水力を除くと約４倍の導入を見込む。 

○その際のＦＩＴ買取費用は、約3.7兆円～約4兆円程度と見込まれ、電力コストを現状よりも引き下
げる範囲で最大限導入。 

 

【約52万kW】 
【約155万kW】 

【約252万kW】 【約602～728万kW】 

【約4,650万kW】 
【約4,847～4,931万kW】 

【約2,100万kW】 

【約6,400万kW】 

【約270万kW】 

【約1,000万kW】 



 １．エネルギーミックスにおける省エネルギー対策 
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省エネルギー対策 

 各部門における省エネルギー対策の積み上げにより、５，０３０万ＫＬ程度の省エネルギーを実現する。 

＜各部門における主な省エネ対策＞ 

 産業部門  ＜▲１，０４２万ＫＬ程度＞  業務部門  ＜▲１，２２６万ＫＬ程度＞ 

 家庭部門  ＜▲１，１６０万ＫＬ程度＞ 

 運輸部門  ＜▲１，６０７万ＫＬ程度＞ 

 主要４業種（鉄鋼、化学、セメント、紙・パルプ）   ⇒ 

低炭素社会実行計画の推進 
 

工場のエネルギーマネジメントの徹底 
   ⇒   製造ラインの見える化を通じたエネルギー効率の改善 
 

 革新的技術の開発・導入 

  ⇒ 環境調和型製鉄プロセス（ＣＯＵＲＳＥ５０）の導入 
            （鉄鉱石水素還元、高炉ガスCO2分離等により約30%のCO2を削減）      
    二酸化炭素原料化技術の導入       等 
     （二酸化炭素と水を原料とし、太陽エネルギーを用いて基幹化学品を製造） 

 
 業種横断的に高効率設備を導入 
   ⇒   低炭素工業炉、高性能ボイラ 等 

 次世代自動車の普及、燃費改善 

  ⇒ ２台に１台が次世代自動車に 
  ⇒  燃料電池自動車：年間販売最大１０万台以上 
 
 

 交通流対策 
 

 建築物の省エネ化 
   ⇒ 新築建築物に対する省エネ基準適合義務化 
 

 ＬＥＤ照明・有機ＥＬの導入 
        ⇒ ＬＥＤ等高効率照明の普及 
 

 ＢＥＭＳによる見える化・エネルギーマネジメント 
    ⇒ 約半数の建築物に導入 
 

 国民運動の推進 

 住宅の省エネ化 
    ⇒ 新築住宅に対する省エネ基準適合義務化 
 

 ＬＥＤ照明・有機ＥＬの導入 
        ⇒ ＬＥＤ等高効率照明の普及 
 

 ＨＥＭＳによる見える化・エネルギーマネジメント 

    ⇒ 全世帯に導入 
 

 国民運動の推進 
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エネルギー消費効率の改善 

エネルギー効率 ＝ 最終エネルギー消費量／実質ＧＤＰ 

３５％改善 
 

○省エネルギー対策を徹底して進めた後のエネルギー需要の見通しは、最終エネルギー消費 326百万
kL程度（対策前比▲13%）。 

 

○これらの対策の積み上げにより、石油危機後並みの大幅なエネルギー効率改善を実現。 
 

【エネルギー効率の改善】 

（年） 
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エネルギーマネジメントの実現 ～「我慢の省エネ」から「スマートな省エネ」へ 

エネルギーマネジメントの全体像 

工
場 

ビ
ル
・家
庭 

現場における情報収集 新しい省エネ・ソリューションの実現 

◆スマートな工場の実現 
○製造状況に応じた最適なエネルギー管理を実現し、エネ
ルギー消費効率を最大化。 

  （同時に、より高付加価値な製品の製造も実現。） 

◆センサー・カメラを用いた情報収集 
  （FEMSの導入） 
・エネルギー使用状況（設備の温度、電力
量 等） 
・製品の製造ラインの状況把握 

 

◆スマートなビル・住宅の実現 
・使用者や電力供給の状況に応じた最適なエネ
ルギー管理サービスを提供し、エネルギー消
費効率を最大化 

 （同時に、より快適な活動環境を提供） 

◆センサー・カメラを用いた情報収取 
  （BEMS・HEMS・スマートメータの導入） 
・エネルギー使用状況（電力量 等） 
・活動環境の状況（室温、湿度 等） 
・消費者の行動把握 

IoTを活用した、競争力のある先端的な
工場を国内に実現 

電力システム改革をきっかけとして、 
新たなサービス提供ビジネスを活性化 

【省エネ量 ６７万kL】 

情報の
蓄積 

 

データ
解析 

エネマネ・
サービス
提供ビジ
ネスの拡
大 

製造ライン
のデジタル
化の推進 

【省エネ量 ４１４万kL】 

自
動
車 

◆センサー・カメラを用いた情報収取 
・エネルギー使用状況（実際の燃費） 
・走行環境の把握（渋滞状況、他車の行
動 等） 

自動走行技術等の先端技術を国内にて活用 

自動走行
社会実装プ
ロジェクト
の実施 

【省エネ量 ５２万kL】 ◆スマートな自動車・交通流の実現  
・交通状況に応じた最適運転を実現し、燃費を最大化 
 （同時に、より安全でスムーズな走行環境 
  を提供） 
・ 不要な加減速の低減等に資する自動走行 
  技術を活用 
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http://pixabay.com/ja/%E8%BB%8A-%E9%BB%84%E8%89%B2-%E3%82%B9%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%84-%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A-%E8%BB%A2%E6%8F%9B-%E4%BA%A4%E9%80%9A-%E8%BB%8A%E4%B8%A1-42574/
http://pixabay.com/ja/%E3%82%BF%E3%83%AF%E3%83%BC-%E3%83%9E%E3%82%A4%E3%82%AF%E3%83%AD%E6%B3%A2-%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%A4%E3%83%AC%E3%82%B9-%E4%BF%A1%E5%8F%B7-%E6%B3%A2-%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%AB-%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%8A-34981/


我が国のエネルギー消費状況 

9 
（注）部門別最終エネルギー消費のうち、業務部門及び産業部門の一部（非製造業、食料品製造業、他業種・中小製造業）については、産業連関表（2005年実績が最新）

及び国民経済計算等から推計した推計値を用いており、統計の技術的な要因から、業務部門における震災以降の短期的な消費の減少は十分に反映されていない。 

【出所】総合エネルギー統計、国民経済計算年報、EDMCエネルギー・経済統計要覧。 

 石油危機以降、ＧＤＰは２．５倍に増加したにもかかわらず、産業部門はエネルギー消費量が 
２割近く減少。一方、民生部門は大きく増加（業務部門２．９倍、家庭部門２．０倍）。 

 産業部門は依然として、全体の４割の消費量を占める。 



工場 運輸 

省エネ法の変遷 

事業場 住宅・建築物 

1947 熱管理法制定（石炭・重油） 

1979 省エネ法制定 
 エネルギー（熱・電気）管理指定工場の指定 

 住宅・建築物分野、機械器具分野の判断基準制定 

1983 省エネ法改正 
エネルギー管理士試験の導入 

1993 省エネ法改正 
基本方針の策定 
定期報告書制度の導入 

石油危機を 

契機に制定 

原単位の年平均１％以上 

改善の努力目標 

1998 省エネ法改正 
エネルギー管理指定工場の拡充 

2005 省エネ法改正 
熱・電気一体管理の導入 

2008 省エネ法改正 
 事業者単位の導入（フランチャイズチェーンの規制対象化等） 
 セクター別ベンチマーク制度の導入【産業部門対策】 

特定の業種・分野について、中長期 

的に目指すべき水準＝ベンチマーク 

を設定 

2002 省エネ法改正 
 業務部門（事業場）の定期 
  報告導入 

1998 省エネ法改正 
 機械器具や自動車へのトップランナー制度の導入 

  【民生部門対策（製品規制）、運輸部門対策（燃費規制）】 

2005 省エネ法改正 
 輸送部門に規制対象拡充 

2013 省エネ法改正 
 需要家の電力ピーク対策 

 建築材料等へのトップランナー制度の導入【民生部門対策】 

1993 省エネ法改正 
特定建築物（住宅を除く）の 
 新築増改築に係る指示・公表 
 の対象化 

2002 省エネ法改正 
特定建築物（住宅を除く）の 
 省エネ措置の届出義務化 

2005 省エネ法改正 
特定建築物に住宅を追加 
大規模修繕の追加 等 

2008 省エネ法改正 
特定建築物の規制強化 
 ※第１種：命令の追加、第２種：勧告の追加 

住宅事業建築主の性能向上  
 努力義務の追加 

今
後
の 

展
開
方
向 

セクター別ベンチマーク制度 

の見直し・拡大【工場・事業場】 

自動車トップランナーの燃費規

制の強化【運輸】 

住宅・建築物の省エネ基準 

適合義務化【住宅・建築物】 
※大規模非住宅から段階的に実施。 10 10 



＜定期報告書記載内容＞ 
 

省エネ措置の取組状況 

 エネルギー消費原単位の推移 

ベンチマーク指標の状況（対象業種のみ） 

 

○省エネ措置に係る判断基準 ：  

エネルギー管理に関する遵守事項を、判断基準（告
示）で規定。 

  事業者全体としての省エネ措置 
・ 管理体制の整備 
・ 責任者の配置 
・ 省エネ目標等に関する取組方針の策定 等 

各工場・事業場における省エネ措置 
（例：空気調和設備） 

以下の事項等について、管理標準の設定・これに
基づく管理の実施 
・ 運転管理（運転時間、設定温度等） 
・ 温度、湿度等の定期的な計測・記録 
・ 設備の定期的な保守・点検 

○ベンチマーク指標と目指すべき水準： 
 現在の設定業種：鉄鋼、電力、セメント、製紙、 
  石油精製、化学 
 目指すべき水準：各業界で最も優れた事業者 
            （１～２割）が満たす水準 

○努力目標 ： 年平均１％以上低減 

事
業
者 

定期報告書
の提出 

経
済
産
業
省  

合
理
化
計
画
の 

作
成
・
提
出
指
示 

報
告
徴
収 

指
導 

立
入
検
査 

報告内容の
評価 

取組が著しく
不十分な場合 

指示に従わ
ない場合 

公
表
、
命
令 
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 特定事業者及び特定連鎖化事業者（以下「特定事業者等」という。）から提出された定期報
告書等に記載された内容に基づき、工場等判断基準の遵守状況やエネルギー消費原単位
の改善状況に問題のある特定事業者等に対して、指導等を実施。 

省エネ法に基づく特定事業者等に対する措置 

※平成22年度～25年度において合計269件の指導等を実施。 



定期報告の評価フローの明確化 

事
業
者 

定期報告書 
の提出 

経
済
産
業
省 

指
導 

公
表
、
命
令 

 

指
示 

罰
則 

 

指示に 
従わない場合 

命令に 
従わない場合 

取組が著しく 
不十分な場合 

報告内容の評価 
報告徴収・ 
立入検査など 

一般的な事業者 
（10000社程度 中位80％程度） 
一般的な事業者が対象。 
 
 
 
 
 
 
 
【対応】 
従来のとおり。 

省エネ取組が進んでいる事業者 
（1200社程度 上位10％程度） 

一定の水準を上回って省エネ取組進ん
でいる事業者が対象。 
 
【水準案】 

エネルギー消費原単位が５年間にわ
たって継続的に年１％ずつ低減 
 
 
【対応】 

対象事業者について、省エネ取組に積
極的な事業者として経産省ＨＰなどで公
表する。 

省エネ取組に注意を要する事業者 
（50社程度 最下位0.5％程度） 

特に取組が不十分である事業者が対
象。 
 
【水準案】 

左記の省エネ取組が停滞している事業
者の中でも、特に判断基準の遵守状況
が不十分 
 
【対応】 

対象事業者に対し、省エネ法第６条に
基づく指導を行った上で、対象事業者
の傾向を分析し、次年度以降の対応に
フィードバックするほか、必要に応じて
対象事業者のヒアリングを行う。 

省エネ取組が停滞している事業者 
（1200社程度 下位10％程度） 

一定の水準を下回り、省エネ取組が停
滞している事業者が対象。 
 
【水準案】 

エネルギー消費原単位が３年間にわ
たって継続的に増加、かつ、５年間平均
で年１％低減の未達成 
 
【対応】 

対象事業者に対し、注意を促す文書を
送付し、現地調査を重点的に実施する。 

定期報告の評価フロー中の事業者のクラス分け 

ベンチマーク制度の 
目標達成者も該当 

ベンチマーク制度の 
目標達成者は該当しない 

ベンチマーク制度の 
目標達成者は該当しない 

第１３回省エネルギー小委員会（平成27年5月25日）資料 
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事業イメージ 

中小企業等の省エネ・生産性革命投資促進事業 
平成27年度補正予算案額 442.0億円 
 

資源エネルギー庁 省エネルギー対策課 
03-3501-9726 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業目的・概要 

導入する設備ごとの省エネ効果等で簡易に申請が行える制度を創設し、
中小企業等の省エネ効果が高い設備への更新を重点的に支援します。 

 「長期エネルギー需給見通し」（平成27年7月）における省エネ量の根
拠となった産業・業務用の設備を中心に対象とします。なお、対象設備が
トップランナー制度対象の場合は、トップランナー基準※１以上の設備を補
助対象にします。 

高効率な省エネ設備への更新により、中小企業等の事業の生産性や省
エネ性能を向上させ、競争力の強化につなげます。 

成果目標 

長期エネルギー需給見通しにおける省エネ目標(5,030万kl)の達成に

寄与することを目指し、省エネ設備の更新を支援することで、約1,200
億円を超える国内設備投資を創出するとともに、エネルギーコストの削
減を通じて、中小企業等の生産性を向上させ、企業の競争力を強化
します。 

国 民間団体等 

補助 

事業者 

補助（1/3） 

 補助対象者 

  全業種、事業活動を営んでいる法人及び個人事業主 

省エネルギー設備への更新等を支援 

FEMS※２ 

例 高効率空調 

空調 

照明 

例 高効率照明 

炉 

例 低炭素工業炉 

給湯 

例 ヒートポンプ式 
給湯器 

ボイラ 

例 高性能ボイラ 

生産性・省エネ性の向上 

競争力強化 

  ※２ FEMS（ファクトリー・エネルギー・マネジメント・システム 
      ：工場におけるエネルギー管理を支援するシステム 

※１ 指定された製品のうち、その時点で最も省エネ性能に優れた製品の省エネ水準、 
    技術進歩の見込み等を参考に定められたエネルギー消費効率の基準 
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事業イメージ

エネルギー使用合理化等事業者支援補助金
平成2８年度予算案額 515.0億円（410.0億円）

資源エネルギー庁 省エネルギー対策課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間団体等

補助

事業目的・概要

既設設備・システムの入れ替えや製造プロセスの改善等に向けた

改修、エネルギーマネジメントシステム（EMS)の導入により、工場・
事業場単位での省エネ・電力ピーク対策や事業者間の省エネ対策

を行う際に必要となる費用を補助します。

 その際、省エネ法との連携を重視し、より高い水準の省エネの取組

を促します。また、トップランナー制度対象機器を導入する場合、
トップランナー基準※を満たす製品に対象を限定します。
※トップランナー基準

指定された製品のうち、その時点で最も省エネ性能に優れた製品の省エネ水準、技術
進歩の見込み等を参考に定められたエネルギー消費効率の基準

成果目標

平成10年からの事業であり、申請時に計画された省エネ量が実績

値としても100％を超えて確実に達成されることにより、2030年省
エネ目標(5,030万kl)の達成に寄与することを目指します。

事業者

補助（1/2,1/3）

 補助対象者

全業種、日本国内で事業活動を営んでいる法人及び個人事業主

 補助率

省エネ設備導入、電力ピーク対策事業 1/3以内

エネマネ事業者を活用した事業 1/2以内

エネルギー管理支援
サービス事業者

（エネマネ事業者）

省エネ・電力ピーク対策事業

エネマネ事業者の活用

事業者間で一体となった省エネの取組

工場

トップランナー制度
対象機器の例

IoTを活用した
更なる省エネ

A工場

B工場

上
工
程

廃止

集約
新設

下
工
程

存続
A製品
出荷

B製品
出荷

＜エアコン＞

＜業務用冷蔵庫＞

＜電球形LEDﾗﾝﾌﾟ＞



民生部門の対策強化（住宅・建築物の省エネ性能向上） 

 業務・家庭部門ではエネルギー消費量が大幅に増大。業務・家庭部門において無理なく、持続的な省エネ
を進めるためには住宅・建築物の省エネ性能を上げることが必要。 

 熱の出入りが大きい開口部や壁等に、高性能の窓や断熱材等を導入することで、住宅におけるエネル
ギー消費量の約４分の１を占める冷暖房や給湯の一部のエネルギー消費効率を改善することが可能。 

厨房用 
8% 

給湯用 
29% 

冷房用 
2% 

25% 
暖房用 

36% 
動力他 

夏 冬 

住宅の熱の出入り 

出所）2011年12月省エネルギー部会社団法人日本建材・住宅設備産業協会提出資料 

夏の冷房時（昼）に開口部や壁から熱が入る割合 

９４％ 
冬の暖房時に開口部や壁等から熱が流出する割合 

８５％ 

換気6% 

外壁7% 

屋根11% 屋根5% 

換気15% 

外壁15% 

住宅におけるエネルギー消費の内訳 

外壁、窓、 
エアコン等 

給湯器等 

照明、 
パソコン、 
冷蔵庫等 

ガスコンロ等 
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＜建築物のリフォーム例：窓の交換＞ 

出所）（一財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧。」推計 



住宅・建築物の省エネ基準の段階的適合義務化 
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日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）抜粋 
○住宅・建築物の省エネ基準の段階的適合義務化 
• 規制の必要性や程度、バランス等を十分に勘案しながら、2020 年までに新築住宅・建築物について段階的に省
エネ基準への適合を義務化する。これに向けて、中小工務店・大工の施工技術向上や伝統的木造住宅の位置付
け等に十分配慮しつつ、円滑な実施のための環境整備に取り組む。 

日本再興戦略中短期工程表 

エネルギー基本計画（平成26年4月11日閣議決定）抜粋 
規制の必要性や程度、バランス等を十分に勘案しながら、２０２０年までに新築住宅・建築物について段階的に省エ
ネルギー基準の適合を義務化する。 

 住宅・建築物の省エネを一層進めるため、新築住宅・建築物について、 2020年までに省エネ基準への適合を
段階的に義務化することが閣議決定されている。 



 
 

 
 

●建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

その他の建築物 特定建築物 
一定規模以上の建築物（政令： 300㎡ ） 一定規模以上の非住宅建築物（政令： 2000㎡ ） 

一定規模以上の新築、増改築に係る計画の所管行政庁への届出義務 

 

必要に応じて所管行政庁が指示・命令 

新築又は改修の計画が、誘導基準に適合すること等について所管行政庁の
認定を受けると、容積率の特例＊を受けることができる。 

 

建築物の所有者は、建築物が省エネ基準に適合することについて所管行政庁の
認定を受けると、その旨の表示をすることができる。 

建築主事又は 

指定確認検査機関 

所管行政庁又は 

登録判定機関 

適合判定通知書 着工 

建築物使用開始 

住宅事業建築主＊が新築する一戸建て住宅 

 
住宅事業建築主に対して、その供給する建売戸建住宅に関する省エネ性能の基
準（住宅トップランナー基準）を定め、省エネ性能の向上を誘導 

 

一定数（政令：年間150戸）以上新築する事業者に対しては、必要に応じて大臣が
勧告・公表・命令 

 

届出 

① 新築時等に、建築物のエネルギー消費性能基準（省エネ基準）への適合義務              

② 基準適合について所管行政庁又は登録判定機関（創設）の判定を受ける義務 

③ 建築基準法に基づく建築確認手続きに連動させることにより、実効性を確保。 

誘 

導 

措 

置 

● 基本方針の策定（国土交通大臣）、建築主等の努力義務、建築主等に対する指導助言 

建築確認 

検査 

適合性判定 

省エネ基準適合義務・適合性判定 

住宅トップランナー制度 

エネルギー消費性能の表示 

省エネ性能向上計画の認定、容積率特例 

規 

制 

措 

置 

■社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増加していることに鑑み、建築物のエネルギー消費性能の向上を図るため、住
宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計画の認定制度の創設等の措置を講ずる。 

○我が国のエネルギー需給は、特に東日本大震災以降一層逼迫 

  しており、国民生活や経済活動への支障が懸念されている。 
 

○他部門（産業・運輸）が減少する中、建築物部門のエネルギー 

●消費量は著しく増加し、現在では全体の１／３を占めている。 
 

⇒建築物部門の省エネ対策の抜本的強化が必要不可欠。 

法案の概要 

誘 

導 

措 

置 

1973 1990 

エネルギー消費量の推移 
背景・必要性 

[年] 

＊住宅の建築を業として行う建築主 

● その他所要の措置（新技術の評価のための大臣認定制度の創設 等） 

＊省エネ性能向上のための設備について通常の建築物の●床面積を超える部分を不算入 

＜住宅トップランナー基準に適合しない場合＞ 

＜省エネ基準に適合しない場合＞ 

シェアの推移 
産業 

▲12.5％ 

運輸 

▲0.7 ％ 

建築物 

+33.5％ 

(1990-2013) 
2013 
（速報値） 

[%] 

1973 1990 2013 
（速報値） 

※特定建築物を除く 

断熱窓サッシ・ガラス 
高効率空調設備 

ＬＥＤ照明 

［省エネ性能向上のための措置例］ 

高効率給湯設備 
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住宅省エネリノベーション促進事業 
平成27年度補正予算案額 100.0億円 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業イメージ 

住宅の窓・サッシ・断熱材等の外皮改修、集合住宅の窓の改修 
事業目的・概要 

  住宅の省エネ化を図るリノベーションを促進するため、高性能※１な窓、

サッシ、断熱材等を用いた、住宅の所有者等による断熱改修を支援しま

す。 

  戸建住宅においては、上記の断熱改修と同時に高性能※１な家庭用

設備（給湯設備等）を入れ替える場合、同設備の導入費用を支援し

ます。 

 ※１ トップランナー制度対象設備の場合は、トップランナー基準＊以上の設備を補

助対象にします。 

成果目標 

省エネ性能に優れた建材や家庭用設備を支援することで国内投資を促

進し、高性能建材について２割の価格低減を目指すとともに、高断熱リ

ノベーション件数の倍増を目指すことにより、長期エネルギー需給見通し

における省エネ目標(5,030万kl)の達成に寄与します。 

製造産業局 住宅産業窯業建材課 
資源エネルギー庁 省エネルギー対策課 
03-3501-9255（住宅産業窯業建材課） 

国 民間団体等 

補助 

所有者等 

補助（定額、1/3） 

天井・壁・床等 
の断熱改修 

ガラスの交換 窓の取替え 

戸建住宅において上記の改修を同時に行う場合 
以下の設備の導入費用を支援 

＊指定された製品のうち、その時点で最も省エネ性能に優れた製品の省エネ水準、 

  技術進歩の見込み等を参考に定められたエネルギー消費効率の基準 

 補助対象者 

  既築住宅の所有者等 

高効率給湯設備  等 家庭用蓄電池 

※１ トップランナー制度対象設備の場合はトップランナー基準以上を対象とする 



住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業 
平成2８年度予算案額  110.0億円（7.6億円） 

中小企業庁 技術・経営革新課 
03-3501-1816 

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

補助（定額、2/3） 

事業イメージ 

 事業目的・概要 

 【ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）支援事業】                                   
2020年までに新築住宅の過半数をＺＥＨ（※）とすることを目指し、ＺＥＨの価格低
減及びＺＥＨの普及加速化のため、高性能建材や高性能設備機器、蓄電池等の組合
せによるＺＥＨの導入を支援します。 

 【ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）実証事業】                                     
2020年までにＺＥＢ（※）を実現することを目指し、そのガイドラインを作成するため、
トップレベルの省エネルギーを実現する先進的な取組に対し、その構成要素となる高性能
建材や高性能設備機器等の導入を支援します。 

  ※ＺＥＨ／ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス／ビル） 
   ：年間の１次エネルギー消費量がネットでゼロとなる住宅／建築物 

 成果目標 

住宅や建築物におけるエネルギーコスト削減に向け、省エネルギー性能の高い住宅や建築
物の普及を促進することで2020年までに新築住宅の過半数のＺＥＨ実現と建築物にお
けるＺＥＢ実現を目指します。 

産業技術環境局 大学連携推進室 
03-3501-0075 

資源エネルギー庁 省エネルギー対策課 
製造産業局 住宅産業窯業建材課 
03-3501-9726（省エネルギー対策課） 

補助 

民間団体等 所有者等 国 

」

ＨＥＭＳ

高効率給湯設備

高効率照明設備

高断熱仕様

日射遮蔽

涼風

高効率空調設備

夏期

冬期

高断熱窓
排出

省エネ換気設備

熱

太陽熱利用

ＺＥＨ 

ＺＥＢ実現に向けた先進的省エネルギー建築物 



 ２．ＦＩＴ制度見直しの概要 
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